
■ポイント③：管理職のマネジメント能⼒養成に資する課⽬の充実
地⽅公共団体の業務の基盤となる様々な制度の最新知識の習得や、⼈材マネジメント能⼒
向上の重要性を考慮して、⼈材マネジメント系、及び⾏政経営課⽬の充実を図ります。

■ポイント①：デジタル化・ＤＸに関する課⽬の拡充
地⽅公共団体のデジタル化・ＤＸの取組を進める上で、幹部級職員のデジタルリテラ

シーが必要不可⽋であることを踏まえ、実際に⾃治体においてＤＸを推進する際に必要と
なる実務的な知識を習得するための講義を⼤幅に拡充します。

総務省自治大学校
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令和５年度

⾃治⼤学校では、将来の地⽅公共団体を担う幹部候補⽣向けの研修を実施しています。令和
５年度は、研修を通じて養成する能⼒の⼀つに「デジタル化・ＤＸに係る知識」を明記し、
関連課⽬を⼤幅に拡充するとともに、引き続き管理職のマネジメント能⼒養成に資する課⽬
の充実を図ります。各⾃治体の⼈事担当者の皆様、ぜひ研修⽣の派遣をご検討ください︕

現 ⾏ 新規追加
・システム標準化
・ＡＩ・ＲＰＡの推進
・情報セキュリティ等

※各課程２〜４コマ

・デザイン思考とＤＸ
・ＤＸ推進におけるマネジメント
・デジタル重点計画／デジタル原則と

規制の⾒直し
・デジタル⽥園都市国家構想
・ＤＸ時代の⼈材育成 など
⇒各課程３〜10時限程度を追加します。
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第１部課程・新規課⽬
・⾃治体の財政運営
・公務職場のマネジメント
・個⼈情報の漏えい防⽌対策
・⾃治体職員のためのコンプライアンス
・ファシリテーション
・⾃治体の広報戦略とコミュニケーションの⼿法

第２部課程・新規課⽬
・⾃治体の財政運営
・管理監督者が実践すべき

メンタルヘルス対策
・公務職場のマネジメント

お問い合わせ先 ⾃治⼤学校教務部 TEL 042-540-4502 jitidai-kyoumu@soumu.go.jp

幹部候補生養成研修のご案内

■ポイント②：デジタル⼈材確保・育成特別セミナーの開催
全⾃治体においてデジタル⼈材の育成・確保が急務となっていることから、これまでの

「⼈材育成担当部局幹部セミナー」に代え、デジタル⼈材確保・育成に携わる⼈事・研修
担当及びデジタル化推進担当部局の管理職員を対象とした特別セミナーを開催します。

研修期間：令和５年９⽉２０⽇〜２２⽇（３⽇間）
定 員：５０名程度
内 容：デジタル⼈材の確保・育成に係る有識者の講演、関係機関からの情報提供、

参加者による意⾒交換等を予定



令和５年度一般研修課程の概要 総務省自治大学校
Local Autonomy College

課 程 対 象 研修期間 推薦受付期間

第１部課程
管理職を⽬指す都道府県、
指定都市、中核市、施⾏時
特例市、特別区及びその他
希望する市町村の職員

第140期 5/10〜9/15 受付終了

第141期 10/17〜3/1 7/18〜7/21

第２部課程 管理職を⽬指す市町村の職
員

第200期 4/25〜7/11 受付終了
第201期 6/21〜9/12 受付終了
第202期 10/11〜12/26 7/24〜7/28(*)

第203期 12/6〜3/5 7/24〜7/28(*)

第１部・第２部
特別課程

管理職を⽬指す都道府県及
び市区町村の⼥性職員

第45期 9/4〜9/29 6/12〜6/16(*)

第46期 1/30〜2/27 11/6〜11/10(*)

第３部課程
中枢幹部職員を⽬指す都道
府県及び市区町村の管理職
職員

第113期 7/18〜8/10 受付終了

上記のほか、様々な特別研修を実施する予定です。詳しくは、⾃治⼤学校ホームページ掲載の
「令和５年度研修計画」を御覧ください。（https://www.soumu.go.jp/jitidai/kensyukeikaku.htm）

【お問い合わせ先】
総務省 ⾃治⼤学校 教務部 ｜ 〒190－8581 東京都⽴川市緑町10番地の1
TEL︓042-540-4502 E-mail︓jitidai-kyoumu@soumu.go.jp

(*) 今年度は、１⽉の仮受付で申込みをした団体のみが対象となります

令和５年度専門研修の概要

課 程 対 象 研修期間 推薦受付期間

税務専⾨課程
税務・徴収

コース

都道府県及び市区町村の地
⽅税の賦課・徴収事務を管
理監督する職員で税務事務
経験年数３年以上かつ徴収
事務経験年数１年以上の者

第21期 10/6〜11/10 7/10〜7/14

税務専⾨課程
会計コース

（※）

都道府県及び市区町村の税
務担当職員で税務事務経験
年数が⼤卒の場合４年以上、
その他の場合10年以上の者

第41期 7/5〜10/4 受付終了

監査・内部統制
専⾨課程

都道府県及び市区町村の課
⻑補佐、係⻑⼜はこれらに
相当する職員

第24期 R6.1/15〜2/22 9/25〜9/29

※修了試験の合格により、必要な税務事務経験年数を満たすと税理⼠試験が免除され、
税理⼠となる資格が得られます


